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別記様式

名古屋能楽堂指定管理者指定申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　（あて先）名古屋市長

　　　　　　　　　　　　　申請者　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞

　　次のとおり指定管理者の指定を受けたいので申請します。

	申　　請　　者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),名称)
	

	
	所在地
	電話番号(　　　)　　　－　　　　

	
	代表者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),氏名)
	
	職名
	

	
	
	住所
	電話番号(　　　)　　　－　　　　

	
	種別
	□法人（種類　　　　　　）　□法人以外の団体

	併せて提出する書類
	1　事業計画書
2　定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類）
3　指定管理者の指定を受けようとする者の従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況がわかるもの
4　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	備考
	


　注　該当する□の中にレ印をつけてください。

　備考　用紙の大きさは、日本工業規格A 4 とする。

【様式1】

誓　約　書

平成　　　年　　月　　日　
　(あて先)名古屋市長

申請者　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　㊞

　名古屋市が実施する「名古屋能楽堂指定管理者」の公募に係る申請に際して、募集要項に定める欠格事項に該当しないこと及び添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

【様式2】

団体の概要
	名称
	

	本社等所在地
	

	名古屋市内の拠点の所在地
	※上記本社等が名古屋市内にない場合のみ記載してください。


	代表者
	

	設立年月日
	
	資　本　金
（千円）
	

	沿　　　　革
	

	従業員数
	※非正規社員も含みます。


	主な業務内容
	

	公益的な

取組み状況
	

	財務状況
（直近3年）
	年　度
	　年度
	　年度
	　年度

	
	総資本
	
	
	

	
	自己資本
	
	
	

	
	経常利益
	
	
	

	
	流動資産
	
	
	

	
	流動負債
	
	
	


※グループ申請の場合は、構成団体ごとに作成してください。

（申請に関する担当連絡先）

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(フリ),氏)　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ガナ),名)
	
	部署・職名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	電子メール
	


【様式3（愛知県警察本部提出資料）】

平成　　年　　月　　日

　(あて先)名古屋市長
（所在地）

（商号又は名称）

　　    （代表者等職氏名）　　　　　　 　　㊞
指定管理者申請団体　代表者等名簿

　対象施設への指定管理者申請団体の名称、代表者等の役職者名等は、下記のとおりで相違ありません。

記

	申請対象施設
	名古屋能楽堂


	役　職　名
	フ リ ガ ナ
	性別
	生年月日
	住　　所

	
	氏　 　名
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	団　体　名

(商号又は名称)
	

	所　在　地
	


留意事項

・この名簿には、代表者、団体内における対象施設の管理運営に係る責任者（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等）について記入してください。

・本様式は、「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」に基づく排除措置対象法人等であるか否かの確認をするため、愛知県警察本部への照会に使用します。
【様式 4】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(事業計画書)
管理運営能力及び実績
	（1）施設の管理運営に関し、貴団体の持つ能力、ノウハウ等を記述してください。
（2）施設の運営に関し、貴団体の人材が持つ知識や技術、経験等について記述してください。
（3）施設の運営実績
　　ア　下記の表に申請者の施設管理実績数を書き入れてください。　（単位：館）
施設規模

施設管理実績
ホール有施設
定員1,000人以上
ホール有施設
定員1,000人未満
ホール無施設
指定管理者としての
本市施設管理実績
指定管理者としての
他都市施設管理実績
業務受託者としての
本市施設管理実績
業務受託者としての
他都市施設管理実績
イ　上記アのうち、指定管理者としての施設管理実績に関し、詳細に記入してください。
施設名

所在地

年間利用者数

指定期間

　※（3）について、グループ申請の場合は構成員各々で作成してください。
グループ申請の場合は、本ページはA4サイズ3枚以内で作成ください。


【様式 5】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(事業計画書)
職員配置・養成計画
	（1）能楽堂の運営体制に係る組織図を記述してください。
（2）配置する職員について記述してください。

要員

(※1)
人数
資格、実績等
能力(※2)
経験年数
雇用形態
(※3)
事業
舞台
展示
組織
館長
○
副館長
劇場業務員
○
管理業務員
その他

※1 館長が他の要員を兼ねることは認めません。
※2 これらの能力を有する者に〇を付けてください。なお、各要員に必要な能力については、あらかじめ「○」を付してあります。
【凡例】事業：主催事業の企画実施能力
舞台：舞台関係の設備を運用する能力及び舞台における管理運営能力
組織：組織・事業を統括管理する能力
※3 館長・副館長は正規職員としてください。劇場業務員の少なくとも1名は正規職員としてください。
（3）舞台における劇場業務員の配置について記述してください。
準備時

本番時

片付時

舞台

音響

照明

その他安全要員
通常の催事時

人

人

人

人

人

人

舞台準備が少ない催事時

(講演会、試写会等)

人

人

人

人

人

人



	（4）職員が良好な健康状態で勤務するため、関係法令に即した勤務シフトの策定方法を記述ください。特に、長時間勤務の必要のある劇場業務員に関し、留意点を詳細に記述してください。なお、舞台の本番利用時間中は、館長又は副館長のうち、1名以上が常に配置されるような勤務シフトを策定してください。

（5）下記の能力に係る職員養成方策を記述してください。
　　ア　主催事業の企画実施

　　イ　舞台設備の運用

　　ウ　組織・事業の統括管理

（6）能楽堂の各職務に応じた研修の方策について記述してください。

対象者
研修の方策
共通

館長
副館長
劇場業務員
管理業務員
その他

※特段の記載のない限り、受講する研修は指定期間中毎年度受講するものと捉えます。


【様式 6】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (事業計画書)
情報の保護・公開に関する計画
	（1）能楽堂の管理運営に係る情報保護の方策について具体的に記述してください。


	（2）能楽堂の管理運営に係る情報公開の方策について具体的に記述してください。


	申請者の規程整備状況について
○情報保護に関する規程　　　□　設けている　　　□　設けていない 

○情報公開に関する規程　　　□　設けている　　　□　設けていない
※ 該当する□にレ点をつけてください。

※「設けている」と回答した場合、事業計画書様式19-3の後に当該規定を添付してください。
※「設けていない」と回答した場合、指定管理期間開始までの整備予定の有無について併せて回答してください。


【様式 7】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (事業計画書)
法令遵守（コンプライアンス）に関する計画
	（1）貴団体が現在取り組んでいるコンプライアンスの取り組みを記述してください。


	（2）能楽堂の指定管理者として実施するコンプライアンスの取り組みを記述してください。



【様式 8】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)

施設維持管理・安全管理に関する計画
	（1）維持管理の実施手法を記述してください。
　ア　施設全般（設備含む）
　イ　舞台設備（吊物機構、音響機構、照明機構等業務仕様書にて定めのある業務）
　ウ　備品

	（2）維持管理業務の実施者・実施内容・実施頻度を記述してください。


	（3）異常が発見された場合の対応手順・連絡体制を、図示等わかりやすく記述してください。



	（4）以下の場合における安全管理に関する方策を記述してください。
　　ア　施設全体

　　イ　舞台等の作業時


	（5）事故や災害が発生した時の対処方法及びフローについて記述してください。


	（6）利用者等の事故等に対する補償及び賠償の方策について記述してください。

保険に加入する場合はその内容も併せて記述してください。


	申請者の規程整備状況について

○安全管理に関する規程　　　□　設けている　　　□　設けていない 

※ 該当する□にレ点をつけてください。

※「設けている」と回答した場合、事業計画書様式19-3の後に当該規定を添付してください。
※「設けていない」と回答した場合、指定管理期間開始までの整備予定の有無について併せて回答してください。


【様式 9】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
施設の平等利用に関する計画

	（1）平等利用を確保するための利用受付方法について記述してください。



	（2）苦情・要望にどのように対応するか記述してください。




【様式10】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
伝統芸能の普及啓発に関する計画

	（1）能楽堂や伝統芸能の普及啓発について、将来に向けたビジョンを記述してください。


	（2）伝統芸能を広く市民に情報発信する方策を記述してください。



	（3）能楽堂の認知度を向上させるための方策を記述してください。




【様式11】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
伝統芸能団体への支援に関する計画

	伝統芸能活動を行う団体への継続的支援につながる方策について記述してください。



【様式12】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
次世代鑑賞者の育成に関する計画

	長期的な視点にたって、子どもや若者にも積極的に普及活動を行い、次世代の鑑賞者の育成、拡大につながる方策について記述してください。



【様式13】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
市民利用の環境づくりに関する計画

	施設の保存、保全に配慮しつつ、国際会議、コンサート等の多目的な利用にも対応可能な環境づくりに向けた取り組みについて記述してください。



【様式14】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
文化観光施設としての活用に関する計画

	展示室等の内容を充実させ、文化観光施設としての魅力を向上するための方策について記述してください。



【様式15】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
アウトリーチ事業に関する計画

	伝統芸能の魅力やその楽しみ方について広く知っていただくとともに、能楽堂に足を運んでもらえるような取り組みについて具体的に記述してください。



【様式16】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
サービスの向上に関する計画

	（1）施設のサービスが向上するために取り組む方策について具体的に記述してくだ
さい。

　　ア　主催者向け

　　イ　鑑賞者向け



	（2）満足度調査の手法と施設運営への反映策について記述してください。




【様式17】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
利用促進に関する計画

	（1）施設の利用率向上のために取り組む方策について記述してください。

（2）利用率（単位％、日数ベース）目標について記述してください。

※利用率（日数ベース）＝利用日数／利用可能日数

　　ア　舞台
30年度
31年度
32年度

33年度

34年度

全　日

平　日

土日休

　　※土日休とは、土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）」に規定する休日
とする。
【参考】過去3カ年の平日・土日休別利用率実績（舞台）

25年度

26年度

27年度

全　日

70.1

65.3

68.4

平　日

59.3

53.2

58.4

土日休

93.0

89.7

87.4



	イ　けい古室
30年度

31年度

32年度

33年度

34年度

全　日

平　日

土日休

　　
【参考】過去3カ年の平日・土日休別利用率実績（けい古室）

25年度

26年度

27年度

全　日

26.9

25.8

32.7

平　日

23.6

21.3

29.3

土日休

33.9

35.3

39.5

　　ウ　会議室等
　　
30年度

31年度

32年度

33年度

34年度

会議室

楽屋

　

【参考】過去3カ年の利用率実績（会議室等）

25年度

26年度

27年度

会議室
56.0

56.1

67.2

楽屋
3.0

3.6

4.9

　　ウ　上記ア・イの設定に係る根拠を記述してください。



【様式18】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(事業計画書)
利用料金の設定
	（1）施設の利用料金
該当する□の中にレ点をつけてください。
□　利用料金の基準額を適用する
□　基準額以外の利用料金を設定する(下欄に具体案について記述してください）

	（施設の利用料金の設定及びその理由）
例：【設定内容】舞台（平日・全日・5時間以内）　140,000円→ 130,000円
【理由】現在、比較的利用率の低い区分の利用率向上の取組の一環として



	（2）附属設備の利用料金　　

該当する□の中にレ点をつけてください。
□　利用料金の基準額を適用する　

　　□　基準額以外の利用料金を設定する(下欄に具体案について記述してください）

	（附属設備の利用料金の設定及びその理由）
例：【設定内容】演台　600円→ 500円
　 【理由】現在、比較的利用率の低い区分の利用率向上の取組の一環として　　　


	（3）指定管理者独自で設定する減免及び還付規定

　　条例・規則とは別に利用料金の減免規定・還付規定を設ける場合、その規定について記述してください。

	　（新たに設ける減免規定・還付規定の内容及びその理由）



	（4）利用料金の納期の設定について
　　利用料金の納期設定について記述してください。



	（5）基準額と異なる利用料金を設定する場合の市民への周知方法及び適用時期について記述してください。



本ページはA4サイズ3枚以内で作成ください。





本ページはA4サイズ3枚以内で作成ください。
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